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世界水準 DMO に関する検討（メモ） 

大正大学地域構想研究所教授 

日本版 DMO 推進研究会顧問 

全国 13 観光圏協議会顧問 

 清水愼一 

 

 

１．DMO の目的 

DMO の目的は、「観光という手段を活かした」「住んでよし訪れてよしの豊かな地域づ

くり」（観光地域づくり）を実現することである。 

言い換えると、地域外の人々との観光（滞在交流型）から生ずる様々な効果、例えば

経済効果などを地域の有るべき姿（住民が生き生きとして元気で、活気のある地域づ

くりなど）の実現に向けた取り組みに活かす活動（観光地域づくり）を推進する主

体、司令塔が日本版 DMO である。 

 

２．日本版 DMO が世界水準になるための要件（目標像） 

日本版 DMO が上記目的「住んでよし訪れてよしの観光地域づくり」を実現するために

は、国内外の人々から選好される国際競争力の高い魅力ある観光地域（ブランド観光

地域）を創り上げることが重要である。そのために必要な取組は以下の通り。 

① 旅行消費額の増加による地域経済の活性化のみならず、地域住民と観光客との交

流による賑わいの創出を通じた地域全体の活性化を図るための滞在交流型観光の

実現、 

② 国内外からの人々に選考される国際競争力の高い魅力ある地域づくりのための地

域独自の価値を最大限活かした取組、すなわち世界に通用する地域独自のブラン

ドの確立 

 

以上の観点を踏まえ、世界水準の DMO に関する要件に関しては、かつて観光庁に設置

された「国内外から選好される観光地域づくりの推進に関する検討業務」の報告書

（平成 26年 3月 31 日）に記載された要件を参考にすべきである。（別紙） 

 

３．観光圏の取組 

国土交通大臣の認定を受けた全国 13 の観光圏は、上記要件に関するロードマップを

策定し、それに基づき毎年の事業に取り組んでいる。 



別紙



観光経済新聞（2017年8月21日） 

 

【私の視点 観光羅針盤112】ＤＭＯありきの危うさ 清水慎一 

 

 ＤＭＯ形成・確立を目指して、日本各地で活発な議論が展開されている。観光庁によれば、候補法人に登録

申請したところが１５７に達したという。今後申請するところを入れると優に２００を超える地域がＤＭＯ

に取り組んでいる。しかし、このような地域からは多くの悩みや疑問が筆者に寄せられる。「ＤＭＯは稼ぐ組

織だから補助金は要らないのか」とか、「適当な人材がいない」「マーケテイングは難しすぎる」「行政との役

割分担はどうするか」など、さまざまだ。 

 

 残念ながら、このような真面目だが当事者意識のない悩みを寄せるのはほとんどが行政職員だ。これらの

地域は首長に指示されたなどの理由で行政主導により進められている。まさに「ＤＭＯありき」の組織づくり

ばかりが先行している。そのような地域に対して、筆者は「これまで行政や観光協会主体に取り組んできた観

光を、民間も入れて皆で総括してください」とまず答える。ＤＭＯの議論にあたって、これまでの活動や成果

を皆で評価・反省することが先決だからだ。 

 

 また、その時に過去の関係者や組織をくれぐれも「ゾンビ」などと攻撃しないように言う。行政だけではな

く、さまざまな関係者、住民が一緒になって現実を総括し、課題を見いだし、解決の方策を議論しないと観光

地域づくりは進まないからだ。 

 

 そういう方の参考にするために、筆者が顧問をしている「日本版ＤＭＯ推進研究会」では、民間リーダーの

苦労話を聴いている。これまでの観光の総括を踏まえて課題を見いだし、行政の協力のもと解決策を積み上

げている方たちだ。 

 

 まず、八ヶ岳観光圏を９年間リードしてきた小林昭治代表の話を聴いた。７月には現地で合意形成の手法

を勉強した。次に、一般社団法人田辺市熊野ツーリズムビューローの多田稔子会長から１１年間の取り組み

を聴いた。 

 

 ２人の取り組みを聴いていると、そもそもＤＭＯという組織を念頭に置いてなかった点では共通だ。当時、

ＤＭＯの概念がなかったから当然だが、それなのに今やＤＭＯのモデルとしての成果を挙げている点を学ば

なければいけない。 

 

 多田さんは合併でごたごたした現場や世界遺産に殺到する団体客を目の当たりにして、「このチャンスをも

のにして地域を健全にするには、持続可能な質の高い観光地域づくりに取り組まなければ」と考え、今の組織

を立ち上げたという。 

 

 彼女は、「１１年間現場で壁にぶつかりながら、行政や住民を巻き込んで課題を一つ一つ解決してきたらこ

んなようになった」と振り返る。行政の理解を得て民間主導で活動を積み重ねたら結果的にＤＭＯを創り上

げたということだ。 

 

 このような取り組みを聴くにつけ、観光地域づくりの実態を総括しながら民間が中心になって課題解決に

着実に取り組むことが、ＤＭＯ形成・確立の近道だと分かる。行政主導による性急な「ＤＭＯありき」では、

遠からず失速すると、筆者は危惧する。（大正大学地域構想研究所教授） 



観光経済新聞（2017年11月6日） 

 

【私の視点 観光羅針盤121】日本版DMOの意義 清水慎一 

 

 観光庁によるＤＭ０の登録手続きが始まった。候補法人の中から、要件が全て充足されたと認められるも

のが登録される。これにより、国は近い将来、世界水準のＤＭＯ（先駆的インバウンド型）１００の構築を目

論む。 

 

 周知のように、登録要件は（１）多様な関係者の合意形成（２）データに基づく戦略やＫＰＩの策定（３）

戦略に基づく一元的な情報発信（４）組織と人材（５）安定的な運営資金の確保―の五つである。これら全て

が「すでに該当」になっていなければいけない。 

 

 現在、候補法人は取り組み状況を記載した事業報告書などを提出して、手続きを進めている。この登録が、

２０１８年度概算要求に計上された「広域周遊観光促進のための新たな観光地域支援事業」の実施主体につ

ながるだけに、皆真剣である。 

 

 「日本版ＤＭＯ推進研究会」顧問として長年ＤＭＯ構築に関わってきた筆者としては、この登録手続きを機

にあらためて観光地域づくりにおけるＤＭＯの意義・役割は何かという原点に立ち返って、議論し直すこと

を要望したい。 

 

 議論における第１のポイントは、ＤＭＯは観光地域づくりを推進するかじ取り役だということだ。 

 

 ＤＭＯの主たる役割は、観光誘客により地域全体の利益を向上させるなど地域を活性化させることだとい

うことが、関係者間で共有されていなければいけない。 

 

 従前の観光協会が取り組んできた集客主体の観光地づくりとは全く違う。だから、ＤＭＯはそれまでの観

光振興の総括・反省の上に立って構築される。既存の行政や観光協会の役割や予算を見直さずに、ＤＭＯをつ

くることはあり得ないのだ。 

 

 第２のポイントは、観光地域づくりに不可欠な多様な関係者の巻き込みができているかどうかだ。幅広い

団体や住民が集い、地域のあるべき姿に向かって観光により地域課題を解決する方策を平場で議論し、取り

組む仕組みが機能していなければいけない。 

 

 ちなみに、このような持続的な地域マネジメントなどの仕組みがあるからこそ、行政からの補助金などを

安定的に運営資金とすることが認められる。ＤＭＯ自身が収益を上げることは主たる目的ではない。「稼ぐ」

とか「自立・自走」という言葉に惑わされて、ＤＭＯの本旨を見失わないようにしたい。 

 

 第３のポイントは、補助金を使うからには観光地域づくりにおいて目指すべき姿が明確であると共に、そ

の活動の意義や成果などを客観的なデータに基づいて常に分かやすく整理、提示できていなければいけない。

そのために、データの継続的な収集やそれに基づく戦略の策定、ＫＰＩの設定、ＰＤＣＡサイクルの確立が必

要になるのは当たり前だ。 

 

 以上のように、登録手続きにあたってはＤＭＯの意義・役割をあらためて議論しながら進めてほしい。くれ

ぐれも、登録要件の外形的な整理だけに終始しないようにしたい。（大正大学地域構想研究所教授） 


